
様式９（添付１－３） 

令和２年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 

（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 

令和２年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

山梨県教育委員会が開催する連絡会議に、拠点校設置市町村として、担当指導主事、拠点校校長が出席。

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

(2)拠点校の設置等による指導体制の構築

・県加配の日本語指導教員２名に加え、事業費により中央市教育委員会が２名の日本語指導教員（0.5 加 

配）を配置。４名の日本語指導教員と、中央市で任用している通訳者が連携して指導に取り組む。 

・拠点校として、日本語指導の様子を公開し、県下への普及に努める。 

・国語・算数・特別の教科 道徳を中心に入り込み指導を行う。 

・取り出し指導は、昨年度の DLA の結果でステージ１、２、３、４の順番で行う。 

(3)日本語能力測定方法等を活用した実践研究の実施 

・児童の日本語能力を適切に測り、実態に応じた日本語指導を計画的に行うために、DLA を活用する。 

・１・３・５年と２・４・６年と、全学年を２つのグループに分け、２名ずつの教員で DLA の測定を行い、DLA を実

施できる教員の数を増やす。 

(4)「特別の教育課程」による日本語指導の実施

・日本語指導を必要とする児童に、「特別の教育課程」を編成し、個別の指導計画に基づいた指導実践を行

う。 

（6）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣        

・教育課程内の時間に、原則として対象者に対して個別指導を行う。 

・指導内容は、日本語の基礎的な読み書き及び日本語の会話の指導、生活適応指導、家庭との連絡指導等 

行う。 

(10)ICT を活用した教育・支援 

・ポケトーク（音声翻訳機）やタブレット端末を活用し、効率的かつ効果的な指導を行う。 

・日本語能力が低い児童が先生に困ったことや伝えたいことを話したいときや、外国籍児童の保護者対応の 

ためにポケトークを使用する。 

・イメージしにくい名詞・動詞・形容詞などを説明する際に、タブレット端末を活用し、写真・動画を見せて視覚 

的な理解を促す。 

３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

(2)拠点校の設置等による指導体制の構築

【成果】

・４名の教員増加により、日本語指導が必要な児童すべてに入り込み指導が可能になった。 

・昨年度は日本語理解が不十分なまま、在籍学級で国語の時間を過ごす児童が各学年多数在籍していた

が、今年度は日本語教室での指導時間の増加により、児童の実態に即した学習ができるようになった。 

・昨年度は部分的に教科との統合学習指導を行っていたが、今年度は国語を中心に単元で指導をすること

が可能になった。 



・国語の授業の入り込み指導だけでなく、算数・特別の教科 道徳などの入り込み指導が可能となった。 

・入り込み指導をすることで、外国籍児童は安心して在籍学級の授業に参加することができた。 

・今年度は毎週日本語教室の予定を作成したことで、児童にとって必要な指導がスムーズに行うことができた。 

【課題】

・日本語が全く話せない児童にとって、算数の時間もほとんど理解できないままで終わってしまうことが多い。

児童の学力向上のためには、算数の取り出し指導も必要だが、田富小の外国籍児童数に対して、現状の指

導教員４名体制では難しい。 

(3)日本語能力測定方法等を活用した実践研究の実施 

【成果】

・DLAの検査をできる教員を２名、DLAの測定をできる教員を４名に増やしたことで、検査と測定がスムーズに

行うことができた。 

・４名の教員が DLA の結果を把握することで、児童を指導する際に苦手分野を意識した指導ができた。 

【課題】

・DLAの検査と測定に一人あたり９０分かかるため、昨年度より検査する教員も測定する教員も増やしたが、か

なりの時間を費やした。 

・測定をする際に評価があいまいですり合わせをするのが難しかった。もっとわかりやすい測定規準が必要だ

と感じた。 

・DLA の検査は「話す」「読む」「書く」「聴く」の４つの検査があるが、「話す」「聴く」の検査しか全員受けること

ができなかった。（１月現在でサバイバル日本語以外の児童）「読む」「書く」の検査は、取り出し指導 

・取り出し指導を行っていない６年生の児童は行い、それ以外の児童は学級担任とのカンファレンスをして採

点を行う予定である。 

(4)「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

【成果】

・日本語指導が必要な児童全てに個別の指導計画を作成したことで、学級担任・日本語指導教員間で指導

内容を共通理解して、指導することができた。 

【課題】

・拠点校の日本語指導の教育課程に則り、1 年生のサバイバル日本語の通りに前半は学級で過ごすようにし

たが、日本語能力が低い児童は日本語が理解できず、集団生活に慣れない部分が見られた。そのため、現

段階の教育課程を変えていく必要があると感じた。 

（6）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣   

【成果】

・十分な派遣時間による学習機会の確保（指導時数１３００時間 増） 

・１週当たりの指導を受けた時数（時間） 

Ｒ１年度 １人当たり３．５時間 年間３５週として、3.5 時間×３５週＝１２２．５時間

取り出し指導を受けた児童数３１人  １２２．５時間×３１人＝３７９７．５時間 

Ｒ２年度 １人当たり６．３時間 年間３５週として、 6.3 時間×３５週＝２２０．５時間

取り出し指導を受けた児童数３３人  ２２０．５時間×３３人＝７２７６．５時間 

増加指導時数 ７２７６．５時間－３７９７．５時間＝３４７９時間日本語指導が必要な児童全てに個別の指導

計画を作成したことで、学級担任・日本語指導教員間で指導内容を共通理解して、指導することができた。 

【課題】

・児童生徒等の母語が分かる支援員の人材確保が難しい。

(10)ICT を活用した教育・支援 

【成果】 

・ポケトークを導入したことで，取り出し指導・入り込み指導で日本語が十分に理解のできない児童に支援す



ることができた。 

・児童同士のトラブルや保護者対応にもポケトークを活用することができた。 

・国語の学習等で、iPad を使って、教材に関係する映像を見せることで文章の内容がイメージしやすくなり、

児童の理解につながった。 

【課題】 

・校内にポケトークが２台しかないため、在籍学級で困ったときにすぐ使うことができなかった。在籍学級でも

教師用タブレットに翻訳アプリを入れるといいと感じた。 

日本語指導が必要な児童生徒

のうち、特別の教育課程で指導

を受けた児童生徒の割合 

小学校 中学校 
義務教育 

学校 
高等学校 

中等教育 

学校 

特別支援 

学校 

100％ ％ ％ ％ ％ ％ 

うち、個別の指導計画の指導目

標が達成できた児童生徒の割合 
35％ ％ ％ ％ ％ ％ 

４．その他（今後の取組予定等） 

・市内の学校への普及 

※枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない） 成果物等があれば別途提出すること。 


